
【様式第1号】

自治体名：高梁市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 161,552,157,754   固定負債 50,427,714,142

    有形固定資産 152,692,249,525     地方債等 37,691,714,686

      事業用資産 28,765,509,036     長期未払金 -

        土地 8,806,812,648     退職手当引当金 4,008,106,522

        立木竹 -     損失補償等引当金 358,000

        建物 54,830,836,079     その他 8,727,534,934

        建物減価償却累計額 -36,652,426,853   流動負債 6,352,187,850

        工作物 1,602,280,200     １年内償還予定地方債等 4,895,268,032

        工作物減価償却累計額 -388,845,573     未払金 104,215,776

        船舶 -     未払費用 4,580,000

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 398,253,547

        航空機 -     預り金 894,787,112

        航空機減価償却累計額 -     その他 55,083,383

        その他 - 負債合計 56,779,901,992

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 566,852,535   固定資産等形成分 165,499,817,401

      インフラ資産 119,756,110,169   余剰分（不足分） -52,022,422,032

        土地 2,443,355,280   他団体出資等分 -

        建物 3,748,402,640

        建物減価償却累計額 -2,349,423,607

        工作物 303,298,461,379

        工作物減価償却累計額 -187,796,247,281

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 411,561,758

      物品 17,078,283,720

      物品減価償却累計額 -12,907,653,400

    無形固定資産 56,901,083

      ソフトウェア 47,064,833

      その他 9,836,250

    投資その他の資産 8,803,007,146

      投資及び出資金 2,386,630,043

        有価証券 11,112,000

        出資金 2,375,518,043

        その他 -

      長期延滞債権 273,062,867

      長期貸付金 139,030,728

      基金 5,969,655,829

        減債基金 -

        その他 5,969,655,829

      その他 46,938,930

      徴収不能引当金 -12,311,251

  流動資産 8,705,139,607

    現金預金 3,993,220,736

    未収金 621,247,676

    短期貸付金 6,170,992

    基金 3,941,488,655

      財政調整基金 2,304,534,067

      減債基金 1,636,954,588

    棚卸資産 11,093,960

    その他 154,525,141

    徴収不能引当金 -22,607,553

  繰延資産 - 純資産合計 113,477,395,369

資産合計 170,257,297,361 負債及び純資産合計 170,257,297,361

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：高梁市

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 9,572,987

    その他 358,300

純行政コスト 32,465,617,982

    損失補償等引当金繰入額 358,000

    その他 413,103

  臨時利益 9,931,287

  臨時損失 1,194,550,657

    災害復旧事業費 1,047,635,257

    資産除売却損 146,144,297

    使用料及び手数料 2,201,034,166

    その他 1,186,782,841

純経常行政コスト 31,280,998,612

      社会保障給付 2,034,259,189

      その他 30,627,007

  経常収益 3,387,817,007

        その他 547,618,384

    移転費用 14,372,208,229

      補助金等 12,307,322,033

      その他の業務費用 807,626,892

        支払利息 245,615,218

        徴収不能引当金繰入額 14,393,290

        維持補修費 992,921,886

        減価償却費 7,691,823,864

        その他 -

        その他 845,899,223

      物件費等 13,820,637,236

        物件費 5,135,891,486

        職員給与費 4,418,728,492

        賞与等引当金繰入額 403,715,547

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 34,668,815,619

    業務費用 20,296,607,390

      人件費 5,668,343,262

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：高梁市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 116,780,396,642 170,994,495,011 -54,214,098,369 -

  純行政コスト（△） -32,465,617,982 -32,465,617,982 -

  財源 29,078,365,194 29,078,365,194 -

    税収等 19,358,507,445 19,358,507,445 -

    国県等補助金 9,719,857,749 9,719,857,749 -

  本年度差額 -3,387,252,788 -3,387,252,788 -

  固定資産等の変動（内部変動） -5,578,929,125 5,578,929,125

    有形固定資産等の増加 2,403,456,057 -2,403,456,057

    有形固定資産等の減少 -7,756,573,195 7,756,573,195

    貸付金・基金等の増加 1,140,722,562 -1,140,722,562

    貸付金・基金等の減少 -1,366,534,549 1,366,534,549

  資産評価差額 112,000 112,000

  無償所管換等 84,139,515 84,139,515

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -3,303,001,273 -5,494,677,610 2,191,676,337 -

本年度末純資産残高 113,477,395,369 165,499,817,401 -52,022,422,032 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：高梁市

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 94,882,100

本年度歳計外現金増減額 797,384,282

本年度末歳計外現金残高 892,266,382

本年度末現金預金残高 3,993,220,736

財務活動収支 -1,640,934,810

本年度資金収支額 -48,612,696

前年度末資金残高 3,149,567,050

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,100,954,354

    地方債等償還支出 5,033,277,810

    その他の支出 -

  財務活動収入 3,392,343,000

    地方債等発行収入 3,246,415,000

    その他の収入 145,928,000

    資産売却収入 63,522,887

    その他の収入 215,309,768

投資活動収支 -1,599,328,819

【財務活動収支】

  財務活動支出 5,033,277,810

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,938,332,469

    国県等補助金収入 476,797,106

    基金取崩収入 1,090,113,783

    貸付金元金回収収入 92,588,925

  投資活動支出 3,537,661,288

    公共施設等整備費支出 2,397,031,299

    基金積立金支出 1,036,854,989

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 103,775,000

    災害復旧事業費支出 1,047,635,257

    その他の支出 613,103

  臨時収入 443,318,914

業務活動収支 3,191,650,933

【投資活動収支】

    税収等収入 18,931,434,154

    国県等補助金収入 8,767,553,734

    使用料及び手数料収入 2,163,391,711

    その他の収入 906,079,977

  臨時支出 1,048,248,360

    移転費用支出 14,372,008,329

      補助金等支出 12,307,322,033

      社会保障給付支出 2,034,259,189

      その他の支出 30,427,107

  業務収入 30,768,459,576

    業務費用支出 12,599,870,868

      人件費支出 5,680,072,982

      物件費等支出 6,298,640,082

      支払利息支出 245,615,218

      その他の支出 375,542,586

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 26,971,879,197
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全体財務書類における注記 

 

1 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産････････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 取得価額が判明しているもの････････････････取得価額 

イ 取得価額が不明なもの･･････････････････････再調達価額 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としていま

す。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 取得価額が判明しているもの･･････････････取得価額 

イ 取得価額が不明なもの････････････････････再調達価額 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① その他の有価証券････････････････････････････････取得価額 

ア 市場価額のあるもの････････････････････････会計年度末における市場価額 

イ 市場価額のないもの････････････････････････取得価額 

ただし、実質価額の低下割合が 30％以上である場合、強制評価減を行っています。 

② 出資金･･････････････････････････････････････････取得価額 

ただし、実質価額の低下割合が 30％以上である場合、強制評価減を行っています。 
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⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品･･････････････････････････････････････････先入先出法による原価法 

② 販売用土地･･･地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第 4条第 2号に

掲げる方法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却法の方法 

① 有形固定資産･･･････････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物      5年～75年 

工作物     3年～75年 

物品      2年～20年 

② 無形固定資産･･････････････････････････････････定額法 

ソフトウェア    5年 

施設利用権   15～26年 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金と長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により徴収不能

見込額を計上しています。ただし、一部の連結対象会計においては貸倒実績率等に

よる回収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累積額から既に職員に対して退

職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益

のうち高梁市に按分される額を加算した額を計上しています。 
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③ 賞与等引当金 

翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のファイナンス 

・リース取引及びリース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、

価格変動が僅少なもので、3ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い投資） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 
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⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体については、税抜方式によっています。 

2 重要な会計方針の変更等 

  該当なし 

 

3 重要な後発事象 

⑴ 重大な災害等の発生 

 令和5年5月～7月豪雨災害及び台風7号（8月）災害         724,147,000円 

 

4 偶発債務 

 ⑴ 係争中の訴訟等 

①令和3年(行ウ)第6号 

自己情報開示、訂正等拒否決定処分取消及び開示請求、 

損害賠償事件                           1,600,000円 

②令和4年(ハ)第18号 

損害賠償事件                                                     100,000円 

③令和4年(ハ)第19号 

損害賠償事件                            100,000円 

④令和4年(ハ)第20号 

損害賠償事件                                                     100,000円 

⑤令和4年(ハ)第23号 
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損害賠償事件                           100,000円 

⑥令和4年(ハ)第25号 

損害賠償事件                           100,000円 

⑦令和4年(ハ)第26号 

損害賠償事件                           200,000円 

 

5 追加情報 

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 

高梁市国民健康保険特別会計（事業勘定） 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市国民健康保険特別会計（直診勘定） 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市介護保険特別会計（事業勘定） 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市介護保険特別会計（サービス勘定） 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市特別養護老人ホーム特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市地域開発事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

高梁市水道事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 

高梁市国民健康保険成羽病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

高梁市下水道事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 

 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間が設けられている会計において

は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間
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で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したもの

として調整しています。 

 

⑶ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

令和5年度予算において財産収入として措置されている公共資産又は管財課で

売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産       7,901,000円  

土地    7,901,000円  

 

インフラ資産       0円 

 

令和5年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、原則、固定資産税評価格を0.7で割戻し実勢価格として 

います。 



【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

区分
前年度末残高

（A）
本年度増加額

（B）
本年度減少額

（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 64,689,196,385         1,532,010,649          414,425,572             65,806,781,462         37,041,272,426         1,182,265,751          28,765,509,036         
　  土地 8,600,496,701          276,171,648             69,855,701               8,806,812,648          -                            -                            8,806,812,648          
　　立木竹 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建物 54,874,060,793         267,742,687             310,967,401             54,830,836,079         36,652,426,853         1,115,463,520          18,178,409,226         
　　工作物 1,166,915,391          435,364,809             -                            1,602,280,200          388,845,573             66,802,231               1,213,434,627          
　　船舶 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　浮標等 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　航空機 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　その他 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建設仮勘定 47,723,500               552,731,505             33,602,470               566,852,535             -                            -                            566,852,535             
 インフラ資産 309,104,781,461       898,167,036             101,167,440             309,901,781,057       190,145,670,888       5,972,509,685          119,756,110,169       
　　土地 2,299,210,511          144,144,769             -                            2,443,355,280          -                            -                            2,443,355,280          
　　建物 3,747,867,720          534,920                   -                            3,748,402,640          2,349,423,607          69,019,039               1,398,979,033          
　　工作物 302,867,535,874       430,925,505             -                            303,298,461,379       187,796,247,281       5,903,490,646          115,502,214,098       
　　その他 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建設仮勘定 190,167,356             322,561,842             101,167,440             411,561,758             -                            -                            411,561,758             
 物品 17,141,993,420         194,146,599             257,856,299             17,078,283,720         12,907,653,400         521,914,159             4,170,630,320          

合計 390,935,971,266       2,624,324,284          773,449,311             392,786,846,239       240,094,596,714       7,676,689,595          152,692,249,525       


